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向こう１年間の運動方針が決定！


渡島地方本部第18回定期大会





2013年11月9日（土）13時からホテル法華クラブ函館で開催した。


主催者を代表し、川村執行委員長の挨拶を受けた後、各級議員、自治労道本部藤盛副執行委員長からもご挨拶をいただいた。





また、あいはらくみこ参議院議員をはじめ、多くの方々からもメッセージが寄せられた。


一般経過で3本、運動方針で2本合計5本の発言をいただいた。


松前町職東館代議員からは松前病院の経過についての顛末の報告があった。
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川村執行委員長員長
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前事務長の処遇をめぐり、病院長と町長及び町議会が対立し、病院長含め7名の医師が退職意向を示している。病院労組の設立に向けて明日11月10日集会を行うことになった。今後も力添えをお願いしたい。


（執行部答弁）


病院の存続問題については、雇用の問題だけではなく、患者や地域医療のためにも取り組みを進めていく。場合によっては地本全体でこの取り組みに結集をしていきたい。


八雲町職池田代議員からは八雲町長選挙及び町議会選挙についての報告があった。今後町長に対し自削減に対す





東館代議員





議会についての報告があった。組織内候補の赤井町議に対し、他の単組からの多くの知友人の紹介をいただいたことに感謝する。おかげで16名中4位の上位当選を果たした。また、統一自治体選挙において笹田道議により一層のご支援をお願いしたい。


（執行部答弁）


岩村町長からも労働組合に対して協力をお願いされている。団体交渉で確認を行ってほしい。赤井氏については自治労組織内候補として、八雲地区連合で支持した。千葉氏については八雲地区連合推薦として全道庁の応援をいただき当選を果たした。全道庁の取り組みに感謝する。











池田代議員





亀田清掃労組藤田代議員から、中村博行前執行委員長が10月31日死亡した。葬儀に際してのご会葬のお礼の発言があった。


（執行部答弁）


中村前委員長とは清掃共闘として、一緒にたたかった仲間である。直営、委託の水と油の関係を同一労働同一賃金に向けて取り組んだ方であり、ご冥福をお祈りしたい。


森町職若狭代議員からは2013賃金確定闘争の取り組み状況の報告があった。山場まで緊密なスケジュールである


ため、地方本部主催の集会は最小限にとどめてほしい。
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藤田代議員





また、闘争の山場が場合によってははずれるかもしれないので、ご了承願いたい。自治体当局も近隣自治体と組んで削減を取組んでいるので、横の繋がりを大事にし、単組間の連携が必要である。渡島地本柴田書記長が専従期間を1年延長された。今後も各単組からの支えをお願いしたい。


（執行部答弁）


現在、発文済みの集会については変更が不可能なためご了承いただきたい。闘争の山場については道本部と確認の上、協議したい。妥結については、管内の各単組への影響があるため、地本へ連絡確認してから行ってほしい。専従期間については先ほどの町村連の会議においても確認をしてきた。運動強化を図っていきたい。





柴田書記長

















全道庁労連扇谷代議員からは全道庁労連の11月20日を山場とする賃金確定闘争の取り組み状況報告があった。11月6日の副知事交渉では不満な回答であった。統一自治体選挙で知事をかえる必要がある。知事候補の選任に向けて関係機関に要請してほしい。


（執行部答弁）


15年間の独自削減が続き、560万人の道民の生命を軽視する高橋知事を交代させることは同感である。


（道本部藤盛副委員長）


知事候補については党、連合に申し入れする。過去民主党が惨敗





�





渡島総合振興局との団体交渉





藤盛副執行委員長
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するのが理由であったが、定年延長が先送りされているため、見直しの正当性を無くしている。安心した生活設計ができるように制度の見直しを行うよう申し入れた。


③高年齢層職員の昇給・昇格制度の見直しについては、国と同様の見直しを行わないこと。


（回答）高年齢層職員の昇給・昇格制度の見直しについては各自治体において判断すべきものと考えている。


（当局への申入事項）


高齢層にターゲットを絞った給与削減や昇給・昇格制度の改正、退職手当の削減等、今後の世代においても将来的な不安を感じさせる見直しが続いている。頻繁な制度改正は職員の不安を引き起こすため、地方の実態等を国に対して要望を行うよう申し入れた。





④高齢者再任用制度は早期条例化すること。雇用と年金の接続に向けては、定年延長が実現されるまでの間、早急に制度設計・運用を行うこと。特に希望者全員の再任用制度の確立と賃金は4級再任用賃金とすること。


（回答）再任用制度については今後地域の実情を踏まえながら、適切に運用されるための条例整備等が速やかに講じられるよう助言して参りたい。


（当局への申入事項）


各自治体は再任用制度が進んでいなかったが、無収入期間が発生する。


義務化の趣旨から言えば、すべての自治体で希望者全員が再任用できる必要がある。制度運用を行っている北海道として、各自治体へは具体的な方策含めて助言が必要であると申し入れた。





について、これ以上地方を疲弊させないためにも地方財政の確立を国に対して求めるよう申し入れた。


②現給保障措置の廃止及び「給与制度の総合的見直しについて」は見直しを行わないよう関係各方面へ働きかけること。


（回答）職員の給与制度の見直しは各自治体において判断すべきものと考えている。給与制度の総合的な見直しについては、各自治体への必要な情報提供を行って参りたい。


（当局への申入事項）


2011の人勧における現給保障額の廃止は、定年年齢の段階的引き上げまでに民間と比較して高水準となっている高年齢職員の実態を是正





11月11日（月）16時から渡島総合振興局にて団体交渉を行った。渡島総合振興局からは中島地域政策部長、増川総務課長、町村地域政策課主幹が出席した。渡島地方本部側は川村執行委員長他3名で次の4点を追求すべく交渉に臨んだ。


①国からの要請に基づく給与削減は行わないこと。


（回答）職員の給与は各自治体がそれぞれの事情を総合的に勘案しながら、自主的に判断すべきものと考えている。


（当局への申入事項）


国の要請に基づく給与削減は、各自治体で、真摯に行政運営を行っている労使関係を悪化させた。地方交付税等





した選挙においても、北海道が踏ん張った経緯がある。これは各地方議員がいて、踏ん張ることができた。


次の統一自治体選挙を落とすと、今後の選挙闘争の展望が持てなくなる。前回は知事候補が年明けに決まり、十分な活動期間がとれなかったので、早期選出を要請する。


最後は、川村執行委員長の団結ガンバロウで本大会が終了した。





団結ガンバロウ！




















